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１ 趣旨 

○ 当研究会は、2018（平成 30）年３月 30 日に横浜市長から「『横浜特別自治市大綱』、

『第２次横浜市大都市自治研究会答申』や現下の社会経済情勢等を踏まえた特別自治市

の制度設計のあり方」について諮問を受け、７名の有識者委員によって発足した。 

○ 2020（令和２）年２月までに研究会を６回開催し、横浜市を取り巻く社会経済情勢

や、国における取組などを踏まえた上で、特別自治市の制度設計のあり方について調

査・審議を行ってきた。 

○ 当研究会は、人口減少・少子高齢化が急速に進み、高齢者人口が最大となる 2040（令

和 22）年頃の課題を見据えると、特別自治市の早期実現をはじめ、地域の実情に応じ

た地方自治制度への見直しは避けて通ることはできないという認識のもと、ここに、

「第３次 横浜市大都市自治研究会 中間報告」を取りまとめた。 

○ 引き続き、国等の動向や各方面等の意見を踏まえ、2020（令和２）年度中の最終的な

答申に向け、調査・審議を続けていく予定である。 

 

２ 審議の経過 

○ 横浜市は、新たな大都市制度「特別自治市」の早期実現に向け、2013（平成 25）年

３月に議会との議論を経て、「横浜特別自治市大綱」を策定した。 

○ 「横浜特別自治市大綱」では、①特別自治市としての横浜市は、原則として、現在

県が横浜市域において実施している事務及び横浜市が担っている事務の全部を処理す

る。②特別自治市としての横浜市は、市域内地方税の全てを賦課徴収する。③特別自

治市としての横浜市は、神奈川県及び近接市町村等との水平的・対等な連携協力関係

を維持・強化する。④特別自治市としての横浜市の内部の自治構造は、市－区の２層

構造を基本とし、現行の行政区を単位に住民自治を制度的に強化するという４点の基

本的枠組みが示された。 

○ また、指定都市市長会も、第 30次地方制度調査会において、あるべき大都市制度の

選択肢として新たな大都市制度「特別自治市」の創設を提案してきた。 

○ これらも受け、2013（平成 25）年６月の第 30次地方制度調査会の答申（以下「答

申」）においては、特別自治市（答申では「特別市（仮称）」。以下同じ。）は「全ての

都道府県、市町村事務を処理することから、その区域内においてはいわゆる『二重行

政』が完全に解消され、今後の大都市地域における高齢化や社会資本の老朽化に備え

た効率的・効果的な行政体制の整備に資する点で大きな意義を有する。また、大規模

な都市が日本全体の経済発展を支えるため、一元的な行政権限を獲得し、政策選択の

自由度が高まるという点にも意義がある。」とされている。 

○ 一方で、「住民代表機能を持つ区の必要性」、「警察事務の分割による広域犯罪対応

への懸念」、「全ての道府県税・市町村税を賦課徴収することによる周辺自治体に対す
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る都道府県の行政サービスの提供への影響」という３つの課題が示された。また、大

都市地域特別区設置法の対象区域と同様に人口 200万以上とするなど、一定以上の人

口の指定都市に対象を限定する必要があるとされた。当面の対応として、まずは都道

府県から指定都市への事務と税財源の移譲を可能な限り進め実質的に特別自治市へ近

づけることを目指すこととし、特別自治市の早期法制化は見送られた。 

○ 2016（平成 28）年 10 月には、第２次横浜市大都市自治研究会が、第 30 次地方制度

調査会答申で示された上記の３つの課題についての解決策を提示した「社会経済情勢

の変化などを踏まえた横浜市にふさわしい地方自治制度のあり方」について答申を取

りまとめた。 

○ 第３次となる当研究会は、2018（平成 30）年３月 30日の発足以降、６回の委員会を

開催し、特別自治市の制度設計のあり方について調査・審議を行ってきた。 

 

 〔研究会の審議経過〕 

開催日 会議 主な内容 

平成 30年３月 30日 第１回研究会 諮問、特別自治市実現に向けた取組について 

平成 30年８月 30日 第２回研究会 特別自治市実現に向けた取組について 

平成 31年３月４日 第３回研究会 特別自治市実現に向けた取組について 

令和元年８月 30日 第４回研究会 特別自治市実現に向けた取組について 

令和元年 12月 11日 第５回研究会 特別自治市実現に向けた取組について 

令和２年２月 12日 第６回研究会 特別自治市実現に向けた取組について 
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３ 横浜市を取り巻く社会経済情勢 

○ 横浜市は、1939（昭和14）年に現在の市域が形成され、それ以降市町村合併をせず

に80年が経過しており、市域としての一体性が極めて強いという特色がある。市外か

らの転入が約15万人、転出が約13万４千人と流出入人口が多いにも関わらず、市への

愛着や誇りを感じる市民が８割を超える。（2018（平成30）年） 

 

出典：平成 30年度市民意識調査 

図表１ 横浜に対する地域への愛着（経年変化） 
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○ 65歳以上人口が100万人に、75歳以上人口が60万人に、それぞれ迫ると見込まれる 

2025（令和７）年が間近となり、健康で自立した生活を続けられ、必要な時に医療や

介護を提供できる体制づくりがこれまで以上に必要となる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

出典：横浜市中期４か年計画 2018～2021 

図表２ 横浜市の年齢３区分別人口 

図表３ 横浜市の年齢３区分別人口の割合 

出典：横浜市中期４か年計画 2018～2021 
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○ 2018（平成30）年３月の将来人口推計によると、人口のピークは2019（令和元）年

で、約373万４千人である。それ以降は、年少人口（０～14歳）、生産年齢人口（15

～64歳）は減少し、老年人口（65歳以上）は増加していく。  

○ 高齢化率も増加し、人口のピーク時（2019（令和元）年）で24.8％、2065（令和

47）年（参考値）では、35.6％以上となる見込みである。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 2017（平成29）年の合計特殊出生率は1.32で、全国（1.43）と比べ低い数値で推移

している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

出典：ＩＲ（統合型リゾート）等新たな戦略的都市づくり検討調査業務委託（その４）報告書より抜粋 

図表４ 横浜市の将来人口推計 

図表５ 合計特殊出生率と母の年齢階級別出生数の推移 

（全国・横浜市） 

出典：横浜市民生活白書 2019 

(千人) 
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○ 行政区別の人口推計でみると、港北区、西区、鶴見区は、今後も人口の増加が続

き、人口のピークは、それぞれ2036（令和18）年、2041（令和23）年、2042（令和

24）年である。 

○ 南区、港南区、旭区、金沢区、栄区、泉区、瀬谷区では、人口の減少が続く。 

○ 神奈川区、中区、保土ケ谷区、磯子区、緑区、青葉区、都筑区、戸塚区は、2015

（平成27）年以降、数年から十数年程度の間増加し、その後人口の減少が始まる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

図表６ 行政区別将来人口 

出典：横浜市の将来人口推計（平成 30年３月）より作成 
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○ 2018（平成30）年中の人口動態によれば、周辺自治体との転出・転入の状況とし

て、横浜市からの転出超過は、東京都区部（△3,368人）、東京都区部以外（△

1,126）、相模原市（△378人）、県央地区（△970人）、湘南地区（△1,321人）とな

っている。一方、転入超過は、埼玉県・千葉県（400人）、川崎市（791人）、横須

賀・三浦地区（958人）などとなっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 長らく、東京23区からの転入超過傾向が続いていたが、2000（平成12）年から転出

超過に転じている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表７ 横浜市の人口動態 

図表８ 横浜市から東京 23区への転出入状況 

出典：横浜市の人口―平成 30年中人口動態 
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 ○ 経済規模に着目すると、横浜市と東京都では大きな差が生じている。人口規模で

は、横浜市と東京都で約3.7倍の差だが、市内総生産では約7.7倍、大企業数では約

13.4倍の差がある。 

 
 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
  

図表 10 横浜市と他都市の市内総生産比較 

図表 11 横浜市と他都市の大企業数比較 

図表９ 横浜市と他都市の人口比較 

出典：各都市の人口（推計）（2019 年 10 月１日現在）をもとに作成 

出典：「都民経済計算」（東京都）、各都市の市民経済計算（2015 年度）をもとに作成 

出典：中小企業庁「都道府県・大都市別企業数、常用雇用者数、従業者数」 
        （2016 年 6 月時点）をもとに作成 
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○ 今後の少子・高齢社会の進展に伴い、多くの財政負担が生じる見通しであるが、個

人市民税は 2023（令和５）年度の 4,190億円をピークに、2024（令和６）年度から緩

やかに減少する。 
○ 市税総額は、2027（令和９）年度（8,520億円）をピークに緩やかに減少する。 

○ 社会保障費は増加傾向にあり、2040（令和 22）年度には、2019（令和元）年度（5,970

億円）の 1.3倍（7,810億円）になると推計されている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

出典：令和元年度第２回横浜市大都市行財政制度特別委員会資料 

図表 12 横浜市の財政負担の見通し 
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 ○ 臨時財政対策債の残高は2017（平成29）年度末で約7,450億円に達しており、2020

（令和２）年度予算では、地方交付税約200億円に対して、臨時財政対策債は300億円

となっている。臨時財政対策債の発行が本市の借入金残高の縮減を進める上での支障

となっている。 

 

 
  

出典：横浜市国の制度及び予算に関する提案・要望書（令和元年６月・横浜市） 

図表 13 横浜市における臨時財政対策債の残高の推移 
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○ 外国人人口は年々増加しており、日本語指導が必要な児童生徒数は10年で約２倍に

増加している。2019（令和元）年度の改正出入国管理法の施行に伴い、この傾向は今

後も続くものと予測される。 
 
 
 
  

出典：横浜市民生活白書 2019 

出典：第 32次地方制度調査会第３回専門委員会 

   横浜市提出資料 

図表 14 外国人人口（登録者数）の推移 

図表 15 日本語指導が必要な児童生徒数の推移 
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図表 16 整備後 50年以上経過する施設の割合 

（上段：平成 29年度末時点、下段：令和 12 年度末時点※） 

 

学校施設

（教育委員会事務局）

約8,230億円
33%

市民利用施設等

（建築局等）

約4,550億円
18%

市営住宅

（建築局）

約1,820億円
7%

道路等

（道路局）

約4,370億円
17%

公園施設等

（環境創造局）

約2,460億円
10%

焼却工場等

（資源循環局）

約2,400億円
9%

港湾施設等

（港湾局）

約920億円
4%

河川護岸等

（道路局）

約280億円
1%

その他

（都市整備局）

約210億円
1%

公共建築物

約1兆4,600億円
58%

インフラ施設

約1兆0,630億円
42%

一般会計総額

約2兆5,230億円

図表 17 公共施設の保全・更新費の将来推計（一般会計） 

○ 公共施設は、昭和30年代半ばから平成の初めまでに集中して整備してきたため、

多くは整備後30年以上が経過し、老朽化が進行している。施設の維持に必要な保

全・更新費は、2018（平成30）年度からの20年間で約2.5兆円かかると推計されて

いる。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

出典：横浜市中期４か年計画 2018～2021 

※現在の施設を、更新・建替えをせずに使用し続けた場合の試算値。 

 

※時間計画保全（メーカー等により推奨された標準的な周期で保全・更新を行うことを 

 前提にした手法）に基づく推計。 

 

 

出典：横浜市公共施設管理基本方針 



13 
 

図表 19 横浜市の汚水事業に係る改築事業費の見通し 

  

出典：第 32次地方制度調査会第３回専門小委員会横浜市提出資料 

出典：横浜市国の制度及び予算に関する提案・要望書

（令和元年６月） 

図表 18 市立小・中学校の建設年度と築年数の状況 

(%) (億円) 
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図表 21 自治会町内会長の年齢 

図表 22 自治会町内会の運営上の課題 

○ 横浜市の自治会町内会加入率は、2018（平成30）年４月時点で73.4％であり、大都

市としては割合が大きいが、自治会町内会長の高齢化や役員のなり手不足は、組織運

営上の課題となっている。 
 
 
 
 
 
  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

出典：平成 28年度横浜市自治会町内会・地区連合町内会アンケート調査報告書 

出典：平成 28年度横浜市自治会町内会・地区連合町内会アンケート調査報告書 

図表 20 人口 150万人以上の指定都市における自治会町内会加入率（平成 30年度） 
 

※各自治体公表データより作成 
※人口 150万人以上の指定都市のうち、川崎、名古屋、大阪、神戸、福岡は公表データなし 
※全国の市平均は公益社団法人日本都市センター「都市自治体におけるガバナンスに関する調査研究 
―第６次市役所事務機構研究会 中間報告書―（平成 31年３月）」を参照 
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図表 23 隣近所との付き合い方（経年変化） 

○ 市民の隣近所との付き合い方は、年々希薄化が進んでいる状況にある。 

 

   

出典：平成 30年度市民意識調査 
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４ 論点整理の方向性 

 
（1）総論 

 ○ 我が国における人口減少・少子高齢化の加速やインフラの老朽化等に伴う財政需要

の増加など、様々な行政課題が顕在化する 2040年頃を見据え、地方圏、三大都市圏な

どそれぞれの地域特性に合わせ、持続可能な地方自治制度を再構築していくことが必

要である。特に高齢化等により行政需要が高まる大都市においては、特別自治市の早

期実現をはじめ、その地域に応じた多様な地方自治制度への転換が必要である。 
 ○ 現在調査・審議されている第 32 次地方制度調査会においても指摘されているとお

り、各都道府県によって都道府県・市町村の事務分担の領域は異なっており、都道府

県における①広域、②連絡調整、③補完の３つの機能の範囲も一律ではない。例えば、

都道府県の役割とされてきた経済産業政策について、指定都市においても取り組んで

いる実態がある。横浜市が日本の経済発展を支え、国際都市として都市間競争に勝ち

得る大都市として更なる進化を遂げるため、現在の指定都市制度の見直しは必須であ

る。 
 ○ そのためには、東京圏に位置する横浜市が持つポテンシャルを最大限発揮でき、市

民生活の向上と経済の活性化を両立させることができる特別自治市のメリットを、よ

り明確に市民や国に対し提示していくことが必要である。 
 ○ また昨今、国における大都市制度改革議論が停滞する中にあって、特別自治市の早

期実現に向けた議論を促すためには、これまでの主張のみならず、より具体的な対処

策についても提示していくことが必要である。 
 
（2）事務権限 

 ○ 首都直下地震や南海トラフ地震など、三大都市圏における大規模災害リスクを回避

するため、現在、県に権限があり、横浜市に移譲されていない「がけ対策（急傾斜地

崩壊危険区域の指定権限）」、「一級河川（指定区間）、二級河川の管理権限」、「コンビ

ナート地域に所在する事業所に係る高圧ガス製造の許認可権限」などの早期移譲が必

要である。横浜市が担っている下水道管理に加え、市が河川管理も一体的に取り組む

ことにより、頻発する豪雨災害等に効果的・効率的に対応することも考えられる。 
 ○ 人口減少・少子高齢化が急速に進み、高齢者人口が最大となる 2040年頃の行政課題

を見据え、加えて横浜市が現在担っている事務の実態を踏まえれば、県に権限があり、

横浜市に移譲されていない「私立幼稚園の設置認可権限」や「医療計画の策定権限」

などの移譲も必要である。 
 ○ 第 30次地方制度調査会が課題として指摘した「警察事務の分割による広域犯罪対応

への懸念」については、第２次横浜市大都市自治研究会答申で示されたように、地域
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防犯対策、交通関連事務、消費者被害対策などは、特別自治市がより主体的に担うこ

とにより効率的・総合的な対応が可能となり、行政サービスが向上するといった効果

が高い。 
○ 具体的な制度設計にあたっては、現在の都道府県警察に移行した経過や、地方自治

法施行令により公安委員会が行政委員会の共同設置の例外になっていることを踏まえ

た検討も必要であるが、現在の県警察の分割を前提としない制度設計であれば、広域

犯罪対応における懸念は解消できるものと考えられる。例えば、横浜市が県警察（公安

委員会）に関する事務権限と財源の移譲を受けた上で、特別自治市における警察事務

を地方自治法に基づき県（公安委員会）に委託する方法なども考えられる。 
 
（3）広域連携 

 ○ 大都市行政を考える際に、横浜市が民法上の行為や事実上の行為としての広域調整

業務を補完的に行うことは十分考えられ、横浜市を中心とした８市連携の取組（以下

「８市連携」という。）を、三大都市圏における連携スキームの例として発信していく

ことは、特別自治市の早期実現にもつながり得る。 
 ○ ８市連携のような、三大都市圏における基礎自治体間の広域連携の取組事例は、第

30次地方制度調査会が特別自治市の課題として指摘した「すべての道府県税、市町村

税を賦課徴収することによる近隣自治体への影響」の課題解決にもつながり得る。 
○ ８市連携が現在取り組んでいる観光振興や図書館の相互利用といった連携だけでな

く、災害時の広域避難、がけ対策、感染症対策などの広範囲に及ぶ課題についても、横

浜市が中心となって近隣自治体と連携し、取り組むべきである。また、このような広域

連携による行政課題の解決にあたっては、地方自治法に基づく広域連携の仕組み（普

通地方公共団体相互間の協力）などを積極的に活用していくことも考えられる。 
○ 2020（令和２）年度から、総務省が新たなスキームとして「技術職員の充実による市

町村支援・中長期派遣体制の強化」の実施を打ち出したが、今後予想される自治体職員

の人材不足に対しては、横浜市が中心となって近隣自治体を支援できるよう積極的に

検討すべきである。 
○ 三大都市圏においても中長期的な行政課題を見据え、近隣自治体間の広域的な連携

による課題解決に継続的に取り組むために、国からの財政面等の支援を含めた新たな

制度を創設することも必要である。 
 ○ 広域連携を推進するにあたっては、受益と負担を担保する仕組みや連携のインセン

ティブとなる仕組みが必要である。 
 ○ 現在、第 32次地方制度調査会でも調査・審議されているように、広域連携を前提に

広域自治体からの事務権限と財源の移譲を受けていくことも考えられる。 
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（4）税財政制度 

 ○ 大都市の役割と仕事量に合った公平な税財政制度を実現するために、まずは横浜市

における今後の非常に厳しい行財政運営の見通しについて、市民や国に正確に伝わる

よう、積極的に情報発信を行う必要がある。 
○ 第 30次地方制度調査会が特別自治市の課題として指摘した「すべての道府県税、市

町村税を賦課徴収することによる近隣自治体への影響」については、県税額の市町村

別構成比と人口構成比の割合や、県内市町村の財政力指数から、神奈川県内における

税源の地域的な偏在性は小さく、横浜市だけが財政的に突出しているわけではない。

さらに、2017（平成 28）年度の市民経済計算の推計結果によると、横浜市の市内総生

産は神奈川県内の県内総生産に対するシェアが 39％であり人口のシェア（41％）を下

回るなど、横浜市が特別自治市になることで、県内の横浜市以外の地域の利益や経済

が損なわれる状態とは言えない。 
○ 県内市町村に対する神奈川県の行政サービスの提供に影響を及ぼさない詳細な制度

設計と更なる分析を行った上で、神奈川県との協議をしていくことが望ましいが、横

浜市が特別自治市に移行することで、横浜市に著しく歳入が超過する状況が恒常的に

見込まれる場合には、横浜市と神奈川県の間で交付金などによる調整を行うことで、

近隣自治体への影響を回避することが可能である。 
○ 税制改革や産業構造の転換が進む中での歳入や、特別自治市になり県税分を横浜市

が担う構造になった場合の歳出面の構造についての議論も必要である。 

 

（5）大都市内の自治構造 

○ 区の機能強化、住民自治のあり方は、当初から議論している最大の課題であり、改め

て検討していくことが必要である。 

○ 行政区の民主的な機能を強化し、効率性を失わないように対応してきた点で、横浜

市はトップランナーだが、一般的には行政区と特別区の違いや区の実態はわかりにく

いため、改めて情報発信をすることが必要である。 

 ○ 行政のデジタル化により、地域でのアナログなコミュニケーション強化に人員を割

くことが可能となる。今後、行政のデジタル化が進み、各種行政手続等の窓口として

の区役所の機能（地域総合行政機関としての機能）が大きく変化する可能性がある中

で、区役所の機能をどう位置付けるか考える必要がある。 

 ○ 担い手不足が進む地域におけるコミュニティ組織の再編やこれに伴う市役所・区役

所のあり方（役割・機能）との関係等も整理する必要がある。 

○ 住民自治強化の視点からは、区民の意見や区レベルの市会議員の意見を聴取し、市

行政・区行政に反映させることが必要である。さらに、区のあり方について、行政面で

の総合行政のあり方に加え、区づくり推進横浜市会議員会議の実績等も踏まえ、住民
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自治を進めていく上でのあり方を示していく必要がある。 

○ 第２次横浜市大都市自治研究会答申でも示されたように、「特別自治市では、区にお

ける意思決定機能の拡充が不可欠であり、横浜市が先駆的に運用してきた仕組みを進

化させ、区行政を民主的にチェックする仕組みを設置するべきである。」「大都市経営

を一体的に行う観点から、区長の位置付けは、公選ではなく、議会の同意を得て市長が

選任する特別職とすることが望ましい。」「今後、区長の権限、議会機能のあり方、住民

参画などの仕組みについて、さらに具体的な制度設計を行う必要がある。特別自治市

制度の実現を見据え、現行制度においても、総合区制度も含め、区のあり方を継続的に

検討する必要がある。」ということをベースに詳細な制度設計を考えていくべきである。 

 ○ 地方自治法の一部改正により創設された総合区制度は、現行の指定都市制度を前提

に大都市における都市内分権を進める手段の一つとして示されたものである。指定都

市が行政区への分権を進めていく手段として有益な一方で、現行制度の中で区の機能

強化をトップランナーとして進めてきた横浜市においては、特別自治市の創設を目指

す中で、現行制度で具体的にどのような権限を区長に与えるべきか、また、総合区を

導入した場合の影響や議会による行政区の組織運営・予算執行のチェックをどのよう

に考えるかなど、十分な議論が必要である。 

 ○ 特別自治市の実現を見据え、区のあり方については、総合区制度も含め引き続き検

討を進めていくことが必要である。 

 

（6）特別自治市制度の早期実現に向けて 

 ア 大都市制度の見直しに係る国の動向 

 ○ 大都市制度の見直しについては、第 30次地方制度調査会の答申において、特別自治

市の意義を認めた上で、住民代表機能のある区の必要性や、警察事務の分割による広

域犯罪対応への懸念などの課題を指摘し、まずは都道府県から指定都市への事務と税

財源の移譲により実質的に特別自治市へ近づけることを目指すこととされた。また、

指摘された課題については、引き続き検討を進めていく必要があるとされた。 

 ○ この答申を受け、県費負担教職員の給与負担に関する事務など、指定都市への更な

る事務権限の移譲を図る第４次一括法施行とあわせて、道府県から指定都市への税源

移譲が実施された。 

○ さらに、指定都市と都道府県の二重行政を解消するための指定都市都道府県調整 

会議や、総合区制度の創設などを内容とする地方自治法の一部改正法が2014（平成26）

年５月に成立した。 

○ 大都市制度の検討については、指定都市制度に関する改正地方自治法の運用状況等

も踏まえながら進めていくことが必要である。一方、現在設置されている第 32次地方

制度調査会においては、大都市制度見直しの議論はされていない。 
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イ 第 30次地方制度調査会答申を踏まえた改正地方自治法等の運用状況 

○ 県費負担教職員の給与負担に関する事務などの移譲によって、義務教育段階のほぼ

すべての権限が県から横浜市に移譲された。これに伴い、学校経営から、服務、人事・

給与、研修、環境整備に至るまで、総合的な対策をスピーディーに進めることが可能と

なるなど、大きな効果があった。 

○ 2017（平成 29）年３月に開催した、地方自治法に基づく「横浜市神奈川県調整会議」

において、横浜市に旅券発給事務を移譲することが合意され、2019（令和元）年 10月

に横浜市センター南パスポートセンターが新設された。しかし、「横浜市神奈川県調整

会議」で横浜市から移譲の提起をした「私立幼稚園の認可事務」「がけ対策」「河川管

理」については、現時点で移譲が具体化していない。 

○ 総合区制度については、現行の指定都市制度を前提に大都市における都市内分権を

進める手段の一つとして示されたものである。指定都市が行政区への分権を進めてい

く手段として有益な制度であるが、検討を進めている指定都市は横浜市を含め複数あ

るものの、導入に向けた具体的な動きには至っていない。 

○ 指定都市都道府県調整会議については、未だに実施されていない指定都市がある状

況であり、運用上の課題を整理する必要がある。 

○ 改正地方自治法の施行から３年以上が経過しており、現在の運用状況を踏まえた更

なる検討を行う必要がある。 

 

ウ 国の動向も踏まえた特別自治市制度早期実現に向けた対処策 

 ○ 人口減少・少子高齢化の加速に伴い様々な行政課題が顕在化する 2040年頃を見据え

ると、横浜市は、速やかに大都市制度改革を進めていくことが必要である。しかし、

現行制度では、指定都市制度の見直しに伴う大都市制度改革のメニューは「大都市地

域特別区設置法」のみである。横浜市は横浜特別自治市大綱（2013（平成 25）年３月

策定）において、この法律による特別区の設置を目指さないことを意思決定している。

特別区以外の指定都市制度を見直す選択肢である特別自治市の実現を可能とするため

の法制化を速やかに進めていくことが必要である。 

○ 特別自治市制度の実現による近隣自治体への影響を回避する観点からも、近隣自治

体への事務権限移譲の受け皿や財源措置を備えた新たな広域連携の仕組みを検討する

必要がある。 

 ○ 県との水平的連携における課題として、例えば専門職の近隣自治体への派遣など、

特別自治市として県とどのように連携していくのか、関係性を考えていく必要がある。 
○ 広域犯罪対応における懸念を解消するため、当面の間は、警察事務は県に包括され

る形として、現在の県警察の分割を前提としない制度設計も考えられる。 

○ 財源確保を前提に、警察事務以外の県の事務権限の市への移譲を早期に進めていく
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図表 24 横浜市が目指す大都市制度の姿 

必要がある。 

○ 特別自治市における税財政制度を確立するため、将来的には現行の税財政制度を抜

本的に見直す制度設計を検討すべきであるが、その実現には相当の時間を要すること

が予想される。当面の間は、現行の税財政制度を基本にしつつ、国・県に対し、特別自

治市の役割・仕事量に見合った財源の移譲を求めていくことも考えていく必要がある。 

○ 警察事務以外の事務権限の移譲と財源の確保を前提に、区長権限・区予算拡充と議

会のチェック機能、住民参画の仕組みの構築を一体で実現する行政区の抜本的な見直

しを行うべきである。 

○ 横浜市と同様に特別自治市制度の実現を目指す他都市とも協調し、国等への働きか

けを強化していく必要がある。 

○ これらの対処策により、実質的に特別自治市の早期実現に近づけていくことが必要

である。 

○ 詳細設計については、最終答申に向けて調査・審議し、整理を行っていく。 

 

 

 


